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株式会社アイ・エス・ビー

連結子会社：国内7社、海外1社

1970年（昭和45年）6月

若尾一史

24億1,024万円（2025年4月28日現在）

東京証券取引所 プライム市場（証券コード：9702）

情報サービス事業（ソフトウェア開発）
セキュリティシステム事業（入退室管理）

社名

グループ会社

設立

代表取締役社長

資本金

上場取引所

事業内容

従業員数（連結） 2,757名（2025年12月31日現在）※パートおよび嘱託社員含む

独立系SIer（システムインテグレーター）

情報サービス事業・セキュリティシステム事業を展開する

代表取締役社長
若尾 一史

会 社 概 要
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売上高 社員数（百万円） （人）

東証プライム移行

創業 SMC設立

KNX
子会社化

SSS子会社化

TKS・CHC
子会社化

AMBC子会社化
・ITC統合東証2部上場

東証1部上場

ART子会社化

売上高

300億円超え

売上高

200億円超え

売上高

100億円超え

I S B グ ル ー プ 成 長 の 歩 み

安定した事業基盤と、戦略的なM&Aによる成長により、事業を拡大

IVC設立
株式店頭登録

ITC設立
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ISBで開発したソフトウェアはさまざまな製品に搭載され、安全・快適・便利な社会を支えています。

I S B グ ル ー プ の 事 業 領 域
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2025年12月期
概要

ハ イ ラ イ ト

⚫ 売上高385億円 営業利益30億円を計画

⚫ 情報サービス：得意分野やグループシナジーを活かし、高付加価値化と事業基盤を拡大

⚫ セキュリティシステム：出入管理システム・リカーリングビジネスを伸ばし、収益の向上

2026年12月期
計画

⚫ 「ISBグループ中長期経営計画2030」を策定

⚫ 「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について」を策定

ー 新・株主還元方針：2030年までに配当性向50％以上、DOE4％下限

中長期経営計画

売上高 営業利益 配当金(予定) 配当性向(予定)

⚫ 2025年2Qに上方修正した通期計画を超過、過去最高売上高を達成

⚫DX・金融・公共・セキュリティシステムがけん引

⚫単価改善、上流工程案件の拡大、セキュリティシステムの推進が収益性向上に寄与

⚫不採算プロジェクトの発生に伴う一過性費用を吸収しきれず、営業利益は計画未達

370億円
（計画比100％）

23億円
（計画比87％）

55円 43.9%
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1P a r t 2025年12月期決算概要
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36 ,900

2 ,660

7.2%

2 ,750

1 ,690

147 .73（ 単 位 ： 円 ）

2024年
12月期実績

2025年
12月期実績

2025年
12月期計画 計画比増減 前期比

（単位：百万円）

3 3 , 9 5 4

2 , 8 0 0

8 . 2 %

2 , 8 9 2

2 , 0 3 2

1 7 7 . 8 0

109%

83%

-

82%

71%

71%

100%

87%

▲ 0 .9pt

87%

85%

85%

親会社株主に帰属する当期純利益

1株当たり当期純利益

3 ,066

▲486

▲1.9pt

▲508

▲597

▲52 .49

2 0 2 5 年 1 2 月 期 連 結 決 算 概 要

上方修正した通期計画を超過し、前年を上回る売上高を達成

3 7 , 0 2 0

2 , 3 1 4

6 . 3 %

2 , 3 8 4

1 , 4 3 5

125.31

売上高

営業利益

営業利益率

経常利益
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営業利益 当期純利益売上高

（単位：百万円）

24,434 

26,176 
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

20/12期 21/12期 22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

1,644 

1,869 

2,319 

2,734 2,800

2,314

6.7%

7.1%

8.0%

8.4%
8.2%

6.3%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

20/12期 21/12期 22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

営業利益率(%)

業 績 推 移

売上高は連続増収となり過去最高水準を更新する一方、

成長投資および一部不採算プロジェクトに係る一過性の影響により、利益水準は低下

994 
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⚫DX需要により、

業務システム・

組込みともに堅調

⚫車載が堅調

⚫携帯端末等は

縮小幅が減少

⚫金融（証券）、

公共（自治体標準化）

が好調

⚫セキュリティ

システム事業が堅調

（単位：百万円）

連 結 売 上 高 の 増 加 要 因

売上高 ＋3,066

モビリティ
ビジネス

インダストリー

エンター
プライズ

プロダクト
2024年売上高 2025年売上高
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2024年営業利益 2025年営業利益

◯ DX需要

◯ 金融(証券)

◯ 公共(自治体標準化)

△ 成長投資（オフィス移転・

処遇改善・採用/教育）

△ 広告宣伝費

△ のれん償却

◯ 上流工程・

高付加価値案件にシフト

△ 不採算プロジェクト

による原価増

△ パートナー確保・

処遇改善等による原価増

連 結 営 業 利 益 の 増 減 要 因

増収 収益性 販管費

（単位：百万円）

営業利益 ▲486
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モビリティ
ソリューション

事業

ビジネス
インダストリー
ソリューション

事業

プロダクト
ソリューション

事業

エンタープライズ
ソリューション

事業

モビリティ
ソリューション

ビジネス
インダストリー
ソリューション

プロダクト
ソリューション

エンタープライズ
ソリューション

■ IoT ／ Wi-SUN

■官公庁・自治体 ／住民サービス
システム

■銀行・証券／金融システム

■ITインフラ ／基幹システム

■出入管理システム／ALLIGATE

■モバイルデバイス管理(MDM)

※報告セグメント 情報サービス事業

セキュリティシステム事業

■通信／無線基地局

■自動車／車載システム

■業務システム／ DX・AI連携

■組込み機器／POS・通信
モジュール

■医療システム／検査装置・
医療クラウド

■携帯端末／スマートフォン

I S B グ ル ー プ の 事 業 領 域
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※報告セグメント 情報サービス事業

セキュリティシステム事業

5,922

12,13413,644

5,320

モビリティ
14％

ビジネス
インダストリー
37％

エンタープライズ
33％

プロダクト
16％

事 業 領 域 ・ セ グ メ ン ト 別 構 成 比

2025年売上高

37,020

21,842
24,889

27,456 28,991
31,508

4,334

4,063

4,932
4,962

5,512

21/12期 22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

情報サービス セキュリティシステム

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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4,940
5,499 5,625 5,276 5,320

21/12期 22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

8,928
10,383

11,026
12,356

13,644

21/12期 22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

⚫ モビリティ

⚫ ビジネスインダストリー

⚫車載
メーター系を中心に既存顧客の受注が堅調に

推移。アウトカー領域も順調に伸長。

⚫モバイルインフラ
5G・基地局減少。スマートメーター需要期に

おけるWi-SUN関連案件は、堅調に推移。

⚫移動無線端末
端末開発の縮小幅は下げ止まり。

⚫車載
引き続き技術者の人員確保、育成に注力。

新規拡大に向けても取り組みを推進。

⚫モバイルインフラ
5G関連漸減もWi-SUNは堅調推移。

車載その他組込みへシフトを継続。

⚫移動無線端末
既存顧客における取引シェアの拡大を推進。

車載その他組込みへシフトを継続。

⚫業務システム
既存顧客の大口受注継続により堅調に推移。

不採算プロジェクトの影響による一部機会損

失があるものの、DXを含め受注環境は堅調。

⚫組込み
セキュリティ、医療、AI、IoT系等の案件が

堅調に推移。

2025年実績 2026年見通し

2025年実績 2026年見通し

（百万円）

（百万円）

事 業 領 域 別 売 上 高

前期比110％

前期比101％

⚫業務システム
受注前プロセスおよびプロジェクト管理の

強化に注力することで品質と収益性を確保し、

業務システムの推進を図る。

⚫組込み

既存案件の拡大に加え、新規獲得に注力。
Qt活用案件の拡大を推進。



1414

7,745
8,638

10,365 10,796
12,134

21/12期 22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

4,334 4,063 4,932 4,963 5,512

227 368

440 563
410

21/12期 22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

⚫ エンタープライズ

⚫ プロダクト

⚫金融
証券系の主要顧客を中心に受注が好調に推移。

⚫公共
拠点の拡大を推進し、自治体標準化案件の

受注拡大を図り、好調に推移。

⚫ ITインフラ
証券系の主要顧客の受注および、クラウド移

行案件が好調に推移。

⚫金融
既存の証券分野に加え、銀行系の拡大を狙う。

資格保有者や専門人材の育成を推進。

⚫公共
引き続き堅調を見込む。資格保有者の育成を

推進し社会インフラ関連の取り込みを狙う。

⚫ ITインフラ
証券系インフラの拡大に加え、医療系の取り

込みを狙う。クラウド技術者の育成を推進。

⚫情報サービス事業(MDM・IoT)
FiT SDMでは、大口顧客の獲得によるID数の

増加が進んだ一方、前期単年案件の反動や端

末展開の低調が影響し、全体では減収。

⚫セキュリティシステム事業
セキュリティ需要の高まりを逃さず受注拡大

につなげ全般堅調に推移。リカーリングは

ALLIGATEの大口案件獲得もあり、大幅増。

⚫情報サービス事業(MDM・IoT)
FiT SDMは引き続き大口案件の獲得、既存顧

客の拡大を推進。高精度測位ソリューション

も堅調な推移を見込む。

⚫セキュリティシステム事業
出入管理システムの機能向上等により提案可

能範囲を拡大、受注増狙う。リカーリングは、

新製品投入によるALLIGATEの製品ライン

ナップ増で一層の利用者獲得を図る。

2025年実績 2026年見通し

2025年実績 2026年見通し

（百万円）

（百万円）

前期比112％

前期比
73％

前期比
111％

情報サービス事業(MDM・IoT)

セキュリティシステム事業

事 業 領 域 別 売 上 高
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医療DX

2 5 年 1 2 月 期 ト ピ ッ ク ス

AI技術開発

生成AIの稼働を最適化する技術「EGAM」を開発、特許取得（2025年7月）

生成AIの稼働を最適化し、マシンリソースの効率化と省電力化を実現する
独自技術「Effective Generative AI Management(EGAM)」を開発。
環境負荷低減と能動的AI運用を可能にする持続可能なAI技術開発を推進。

今後はEGAM技術をさまざまな業種やシステム領域に応用し、
効率的で省エネなAI運用を実現するソリューションの展開を図る。

事例

技術

医療現場の構造課題に挑む、次世代医療DXの実装事例

医療従事者向けの業務を支援するシステム開発において、
要件定義から開発・評価までを一気通貫で担うプライム案件に従事。

顧客と直接対話しながら、日常業務の流れや課題を丁寧に把握し、
操作性や運用面を重視した改善提案を継続的に実施。機能実装にとどまらず、
業務全体の効率化と負荷軽減につながる仕組みを構築することで、
医療現場の持続的な業務改善を支え、医療DXに貢献。
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技術力強化

主要プラットフォーム・重点技術領域との連携および専門人材の育成

技術進化の加速を踏まえ、主要プラットフォームおよび重点技術領域との戦略的連携を推進。
クラウド、基幹系、組込み領域において高付加価値・高難度案件への対応力を
強化するとともに、開発体制の高度化や教育・資格取得支援を通じて人材基盤の強化を図り、
中長期的な成長基盤を構築。

不採算
プロジェクト

再発防止

プロジェクトリスク管理に向けた取り組み

一部不採算プロジェクトが発生。
これを受け、案件発生要因の整理・分析を行うとともに、
受注前の案件検討および進行中プロジェクトの管理プロセスを見直し。

特に大型案件については、複数部門によるレビューや情報共有を強化し、
再発防止と収益性の安定確保、ならびにプライム案件を継続的に遂行できる基盤整備を進める。

人材
育成

品質
管理

2 5 年 1 2 月 期 ト ピ ッ ク ス
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リカーリング製品 売上高推移

（単位：百万円）

【リカーリング製品とは】
当社のプロダクト事業領域で展開する製品・サービスのうち、月額課
金で継続的にご利用いただく一部サービスを「リカーリング製品」と
して区分しています。安定した収益基盤を形成し、収益性の向上にも
寄与しています。

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

20/12期 21/12期 22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

建設現場用CR ALLIGATE FiT SDM

前期比119%

2 5 年 1 2 月 期 ト ピ ッ ク ス ： リ カ ー リ ン グ 製 品 の 成 長

ALLIGATE、建設現場用CR 、FiT SDMの3製品により、着実に増収
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資産の部

2024年
12月期

2025年
12月期

流動資産 16,257 16,947

固定資産 3,684 4,663

有形固定資産 1,033 1,923

無形固定資産 866 769

投資その他の資産 1,784 1,969

資産合計 19,942 21,610

負債・純資産

2024年
12月期

2025年
12月期

流動負債 5,785 6,109

固定負債 651 978

負債合計 6,437 7,087

株主資本 13,176 14,030

その他の包括利益累計額 327 492

純資産合計 13,504 14,522

負債・純資産合計 19,942 21,610

（単位：百万円）

連 結 貸 借 対 照 表

設備投資等に伴う固定資産の増加。

利益の積み上げに伴い、引き続き健全な財務基盤を維持
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配当金・配当性向推移

2024年 2025年予定 2026年予想

配当金 54円 55円 70円

配当性向 30.4% 43.9% 43.4%

42
54 55

70

32.5 30.4 

43.9 43.4 
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80

23/12期 24/12期 25/12期予定 26/12期予想

配当金 配当性向

（円）

業績予想

2 0 2 6 年 1 2 月 期 連 結 業 績 ・ 配 当 予 想

売上高 385億円 (+14.8億円)

営業利益 30.0億円 (+6.8億円)

経常利益 30.5億円 (+6.6億円)

親会社株主に帰属する

当期純利益 18.5億円 (+4.1億円)

(2025年実績からの増減)

（%）
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中期経営計画2026の振り返り
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重点戦略 評価 主な取り組み・成果

人事戦略

人材確保 〇

・持続的な事業成長を支える人材確保体制の構築
-2025年新卒採用数120人計画達成、中途採用も過去最高を更新
-国立高専生の就職先ランキングなどにおいて複数年にわたり上位を維持

・継続的な研修機会の提供による注力技術分野のスキル向上および資格保有の推進
・人材育成促進を目的とした人材開発課の新設

-各種技術資格を中心に保有者増

・人材定着およびモチベーション向上、安定的な人材確保を目的とした処遇改善の実施
-ベースアップ、福利厚生の拡充等

・オフィス移転・統合
-働きやすい執務環境整備による生産性向上、プロジェクト推進の円滑化
-人材定着および採用力強化
-2024年→2025年で、社員のエンゲージメントサーベイ結果が向上

・エンゲージメントサーベイを開始し、社員へ向けた施策と効果測定のための基盤を整備

人材育成 〇

エンゲージメント 〇

中 期 経 営 計 画 2 0 2 6 振 り 返 り ： 経 営 指 標 ・ 重 点 戦 略

⚫2024年：33,954 (計画比101%)

⚫2025年：37,020 (計画比100%)

売上高

2024年、2025年ともに
過去最高売上高を達成

⚫2024年：2,800 (計画比113%)

⚫2025年：2,314 (計画比87%)

営業利益

高付加価値案件の推進、
セキュリティシステム拡大により
堅調に推移も、不採算プロジェクト
の影響などがあり、25年計画未達

（単位：百万円） （単位：百万円）
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（単位：人）

注：有期雇用を含む(ビジネスパートナーは除く)

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

20/12期 21/12期 22/12期 23/12期 24/12期 25/12期

2023/12期比

110%

連 結 I T エ ン ジ ニ ア 数 の 推 移

連結ITエンジニア数も着実に漸増、現中計開始前の2023年比で110％まで伸長

中計2020 中計2023 中計2026
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重点戦略 評価 主な取り組み・成果

情報

サービス

事業戦略

事業基盤(受託開発・SES)の
拡大と安定した収益確保

〇
・AMBC社の子会社化により、上流工程の展開を加速
・グループ再編を実施し、効果的なグループシナジー発揮のための事業基盤を整備

ソリューション事業の
規模拡大と高収益化

△
・ソリューション事業、プライム案件の規模拡大により、

高収益化と多角的な技術や開発ノウハウを蓄積
・不採算プロジェクト発生

セキュリティ

システム事業

戦略

既存ビジネス 〇 ・営業強化と技術革新を通じ、収益性向上を実現

リカーリング 〇
・顔認証等の機能/ラインナップを拡充
・リカーリングビジネスはブランディング戦略推進により認知向上・規模拡大を達成
・収益性向上に寄与

新規ビジネス 〇 ・エンジニアリングサービスへ進出、事業ポートフォリオを拡充

中 期 経 営 計 画 2 0 2 6 振 り 返 り ： 重 点 戦 略
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2025年計画 2025年実績 26年計画
3か年累計計画

(24年-25年実績計)
取り組み・成果

採用・教育 2.8億円 2.6億円 2.0億円
5.3億円

(3.3億円)
・e-learningの導入、教育機会の提供
・採用広報強化

処遇改善 4.0億円 5.2億円 4.2億円
13.9億円
(9.7億円)

・ベースアップ
・福利厚生の拡充等

オフィス環境 8.3億円 7.0億円 5.3億円
15.4億円

(10.1億円)
・オフィス移転・統合

IT 0.9億円 0.5億円 1.2億円
2.0億円

(0.8億円)
・セキュリティ強化、IT基盤・仕組みの導入
・リスク低減に向けた社内システム整備

その他 0.5億円 0.3億円 0.5億円
1.2億円

(0.7億円)
・企業認知度向上に向けた広報施策の継続的な取り組み
・投資家との対話充実を目的としたIR活動の継続・内容拡充

計 16.5億円 15.6億円 13.2億円
37.8億円

(24.6億円)

持続的成長のための基盤づくり・未来の成長のための戦略的な投資として、2024年・2025年で総額24.6億円を実行

中 期 経 営 計 画 2 0 2 6 振 り 返 り ： 成 長 投 資

※成長投資金額は費用計上基準
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私たちは、「永続する企業」の実現へ向けた「ISBグループ中期経営計画2026」を策定し、人的資本や働く環境整備

等への成長投資を実行してまいりました。その結果、事業規模拡大、採用・組織活性などで成果が現れ始めています。

一方で、計画最終年度を迎えた現在、デジタル技術の進化を含めた、社会を取り巻く環境の加速度的な変化への対応

が喫緊の課題となっています。

そこで当社は、新たなマテリアリティの策定を行い、3つの重点戦略への取り組みを掲げ、社会価値と経済価値の向上

を目的とした「ISBグループ中長期経営計画2030」を始動させる決断に至りました。

私たちの原点は、創業以来変わらぬ「夢を持って夢に挑戦」という志にあります。

社員一人ひとりの働きがいを源泉とした企業成長により、心豊かに暮らす笑顔溢れる社会づくりへの貢献に向けて、

ISBグループは一丸となって新たな領域へ挑戦し続けます。

ISB革新 飛躍へ向けて

新しい中長期経営計画の策定について

新 し い 中 長 期 計 画 の 策 定 に つ い て



a g e n d a

F i n a n c i a l

R e s u l t s

b r i e f i n g

P a r t 今後の成長戦略
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成長マテリアリティ

社会課題

技術革新

地域活性化

人的資本

ー

マテリアリティ

基盤マテリアリティ

主な取り組み

⚫ 研究開発、技術投資の強化

⚫ 専門人材の育成、採用

⚫ ソリューションサービスの高度化

⚫ 事業拡大と新規拠点の開設

⚫ 地域に根差した雇用創出の促進

⚫ 理念浸透やコミュニケーション活性化施策

⚫ ダイバーシティの推進と多様な人材の採用

⚫ 学び続けられる環境の提供

⚫ GHG排出量の削減

⚫ 環境改善に向けたソリューションや技術の推進

⚫ 情報開示・対話の充実

⚫ コーポレート・ガバナンスの高度化

⚫ コンプライアンス徹底

ー

ガバナンスG

社会S

社会S

環境E

社会S

技術で支える生産性向上、安心安全

地域に根差した事業活動による

雇用創出と経済の活性化

従業員一人ひとりが主役となる、

働きがいのある企業文化の醸成

気候危機を核とした環境課題への対応

社会から信頼を得る透明性の高いガバナンス

ISBグループ マテリアリティ（重要課題）再設定について
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売上高500億円を通過点として「永続する企業」へ向けた中長期経営計画

2025年 2026年 2028年 2030年 20XX年

370億円

500億円

1,000億円

各重点戦略の達成

社会価値の創出

経済価値の創出

リスクに対し

臨機応変に変革できる

体制の推進

中長期経営計画2030 テーマ

3つの重点戦略を実行し、将来のリスクに適応できるレジリエントな体制を推進

3つの重点戦略

事業戦略

財務・経営
基盤戦略

人的資本
戦略

ISB革新 飛躍に向けて
~ from challenge to breakthrough ~
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既存事業
（オーガニック成長）

コンサル・プライム
プロダクト保守

AI
サイバーセキュリティ

ワンストップサービス強化

【重点戦略1】事業戦略（情報サービス）

更なる高収益化へ向けて、

既存事業の競争力強化

⚫ 技術：AIドリブン開発チームへの変革/継続的な研究開発投資

⚫ 専門人材の採用・育成を強化/

地域連携を含めたISBグループシナジー強化

⚫ コンサル・プライム/プロダクト保守/新領域の拡大

収益構造の転換（スマイルカーブ図）

システム開発工程

サービス保守試験製造設計要件定義基本計画業務要件

注力する事業領域

技術で支える生産性向上、安心安全マテリアリティ

コンサル・プライム

高収益化

プロダクト保守

高収益化

中長期経営計画2030

収
益
性

サイバーセキュリティ

組込み DX

AIドリブン

開発チームへの変革

モビリティ

IoT

ビジネス
インダストリー

社会
インフラ

自動車

医療

エンタープライズ

公共

金融新領域
防衛
宇宙

通信
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【重点戦略1】事業戦略（セキュリティシステム）

技術で支える生産性向上、安心安全マテリアリティ

オーガニック成長に加えて

グループシナジー発揮と

事業創出投資で成長を実現

⚫ 既存事業（オーガニック）の

更なる成長へ向けた向上と拡大へ

⚫ ISBグループシナジー強化

ハードウェア販売とソフトウェア開発両

面で提案可能な営業体制を構築

⚫ 投資による新規事業創出にて

事業領域を拡大

リカーリング主力製品

株式会社アート
公式キャラクター
ワーワーくん

フロービジネス事業

リカーリング事業

エンジニアリング事業

既存事業

既存事業
（オーガニック成長）

グループシナジー強化

新規事業への取り組み

中長期経営計画2030
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【重点戦略1】事業戦略（地域に根差した成長戦略）

地域に根差した事業活動による雇用創出と経済の活性化マテリアリティ

1.事業の更なる広域展開

⚫ 広域なグループ連携により
情報サービス事業の受注強化

⚫ セキュリティシステム事業の全国受注強化

⚫ 新規拠点の開設

⚫ 全国地域・海外規模の雇用拡大と人材育成

⚫ 更なる事業成長に向けたM&A投資

2.地域密着型ビジネスの強化
地域雇用の

促進

DX支援にて
社会課題解決

地域産業の
活性化

⚫ 地域課題を解決し、地域の期待に応える
パートナーシップ構築へ

⚫ 地域社会の「安心・安全」に貢献

⚫ 地域発展に貢献し、共に成長し続ける存在へ

ベトナム

日本
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【重点戦略2】人的資本戦略

最重要経営資本である人材に対し積極的な投資を継続し、更なる価値創出へ

従業員一人ひとりが主役となる、働きがいのある企業文化の醸成

1. 働きがいのある企業文化の醸成

⚫ 多様な価値観を尊重

⚫ 理念浸透、コミュニケーションの活性化

⚫ エンゲージメントサーベイの活用

2. 採用強化

⚫ グループ連携による採用を強化

⚫ ブランディングとオフィス環境改善により、企業の魅力度UP

3. 教育・育成

⚫ 学び続けられる環境を整備し、「学びたい」という向上心を醸成

⚫ リーダーシップ、マネジメント育成、キャリア形成支援の強化

人的資本戦略の実行

付加価値向上を実現するための課題に投資

理念浸透 働きがいの満足度

専門人材の採用・育成 多様な人材の採用・活躍

多様な働き方 教育、キャリア形成

ありたい組織像・社員像の実現

生産性・収益性の向上

マテリアリティ
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【重点戦略3】財務・経営基盤戦略

社会から信頼を得る透明性の高いガバナンス / 気候危機を核とした環境課題への対応マテリアリティ

キャッシュアロケーション方針などの詳細は、2026年2月13日付け開示資料

「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」をご参照ください。

https://www.isb.co.jp/investor-relations/

3. 環境課題への対応

⚫ GHG排出量の削減、気候危機対応など環境負荷への取り組み

⚫ TCFD開示対応 （国内の情報サービス事業におけるTCFDシナリオの詳細
については2025年度有価証券報告書にて開示予定）

1. 資本収益性と市場評価の向上
⚫ 資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応

⚫ キャッシュアロケーション方針の実行

⚫ 飛躍的な事業成長を見据えた戦略的投資
人的資本、 M&A 、 オフィス環境設備、研究開発、 IT、ブランディングなど

⚫ 株主還元の強化（配当性向の引き上げ）

2. 透明性の高いガバナンス

⚫ 情報開示・対話の充実

⚫ コーポレート・ガバナンスの高度化

⚫ コンプライアンス徹底
14.0%以上

ROE

機動的な
自己株式取得4%下限

DOE

50%以上

配当性向

経営指標 2030/12期

株主還元 2030/12期

!

https://www.isb.co.jp/investor-relations/
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キャッシュアロケーション方針（FY2026-FY2030）

キャッシュイン アロケーション

事業からの
キャッシュイン

（人的資本投資など控除前）

・デットファイナンス

約150～200億円＋α

手元資金
（2026年度期首残高）

約90億円

株主還元

約55億円＋α

価値向上投資

約50億円

価値向上に向けた人的資本、M＆Aを中心とした事業成長投資を設定

キャッシュを更なる企業成長と株主還元に向けて適切に配分

■人的資本投資
・処遇改善/採用/教育など

■その他投資
・オフィス環境整備/研究開発/ IT /

ブランディングなど

■株主還元の強化
・配当性向50％以上、DOE4％下限を

目標とした配当施策
・機動的な自己株式取得

※手元資金は月商の3か月程度を目途にコントロール

事業成長投資

50～100億円規模
■事業成長のためのM＆A投資
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事業成長のためのM＆A投資（成長イメージ図）

FY2025 FY2030FY2026 FY2027 FY2028 FY2029

売上高

■M＆A投資方針：
プロダクトビジネス強化、及び上流工程や特定領域の強み等
を持つ企業の買収でシナジー効果を狙う

オーガニック成長領域

■事業成長のためのM&A投資

現オーガニック成長
■ISB社（SMC社、IVC社含む）

＋
■過去のM&A成長実績

グループ会社 6社
KNOX DATA社、SSS社、ART社、

CHC社、TAKES社、AMBC社370億円

500億円

＋α億円
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株主還元方針

30.7% 32.0% 32.5% 30.4%

43.9% 43.4%

0%
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70%

80%

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

予定

2026年

予想

… 2030年

予想

30
40 42

54 55
70

3.6%

4.3% 4.1%

4.9%
4.5%

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

0

20

40

60

80

100

120

2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

予定

2026年

予想

… 2030年

予想

配当金 DOE

・2030/12期までに配当性向を50%以上に引き上げ
・DOE（純資産配当率）を注視。4％下限の安定維持で、着実な増配を目指す

※ 2021年1月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行っております。

1:2
株式分割

（円）

4%

DOE

配当金・DOE配当性向

50%

配当性向

以上
下限



37

中長期経営計画2030 グループ目標・KPI

※1 パートおよび嘱託社員を含まず、正社員で集計。
※2 当社（提出会社単体）で集計。
※3 管理職は課長相当クラス以上の合計（社外取締役除く）。
※4 エンゲージメントスコアから「働きがいの満足度」に関わる指標を算出。最大値5.0。
※5 Scope1＋2での排出量。 2024年度比。国内の情報サービス事業におけるTCFDシナリオについては2025年度有価証券報告書にて開示予定。今後は対象範囲を全事業に拡げてまいります。
※6 国内事業のScope1＋2での排出量。

2030年12月期
事業/人的資本目標

2030年12月期
財務・経営基盤目標

売上高

500億円以上

女性管理職比率※2 ※3

7.0%

ROE

14%以上

営業利益

45億円以上

新卒女性比率※2

30%

配当性向

50%以上

1人当たり売上高

1,760万円以上

従業員数※1

2,850人以上

DOE

4%下限

従業員
エンゲージメントスコア※2 ※4

3.6以上

GHG排出量※5

30%削減

1人当たり営業利益

160万円以上

2025年度実績：370億円 2025年度実績：23億円 2025年度実績：約1,650万円 2025年度実績：約100万円

2025年度実績：2,246人 2025年度実績：5.7% 2025年度実績：17% 2025年度実績：3.2

2025年度実績：10.2% 2025年度実績：43.9% 2025年度実績：4.5% 2024年度実績：593.8 t-CO2 ※6
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各種資料のご案内

中長期計画2030、キャッシュアロケーション方針などの詳細は、

2026年2月13日付け開示資料

「ISBグループ中長期経営計画2030」

「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」

をご参照ください。

https://www.isb.co.jp/investor-relations/

!

https://www.isb.co.jp/investor-relations/
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ISBグループ理念体系

夢を持って

夢に挑戦

ISBグループ企業理念

Mission

私たちアイ・エス・ビーグループは

卓越した技術と魅力ある製品・サービスで

心豊かに暮らす笑顔溢れる社会づくりに貢献します。

Vision

時代の変化に適応し、知恵とITの融合により、

未来を切り拓く新たな価値を創造します。

Value

誇り 誠実 挑戦



本資料は、2025年12月期決算の業績に関する情報の提供と、当社に対するご理解をより深めて頂くことを目的としたものであり、当社が発

行する有価証券の投資を勧誘することを目的としたものではありません。

また、本資料は2025年12月末時点の状況において作成しております。

本資料に記載された意見や予測等は、資料作成時点の当社の判断であり、その情報の正確性、完全性を保証し、又は約束するものではなく

また今後予告なしに変更されることがあります。


